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 部会員からの報告（１） 
障害者の二次障害予防 
垰田和史（滋賀医科大学社会医学講座予防医学分野） 

 
最近、取り組んでいることに「障害者の二次障害予防に

関する研究」がある。厳密に定義されているわけではない

が、障害者の二次障害とは、労働や生活での負担が、もと

もと障害の原因となった疾病を自然経過を超えて悪化させ

たり、異なる疾病を発生させたりした結果、新たに生じた

障害のことを意味する。広い意味では、新たに生じた疾病

そのものを指して使われることもる。 
例えば、下肢に障害があり車椅子で VDT 作業に従事し

ている作業者の座骨や仙骨部分に蓐瘡が発生し、就労の継

続が困難になったケースでは、就労の継続困難が二次障害

でありその原因が蓐瘡ということになる。この問題を臨床

医学的に捉えると、発生した蓐瘡の治療と再発予防のため

の定期管理が対策となる。具体的には車椅子のフィッティ

ング調整、圧分散クッションの選定、徐圧のために定期的

にとる姿勢指導などが行われるかもしれない。では、この

対策で蓐瘡の発生を防げるだろうか。障害者の追跡調査を

してみると、再発を繰り返し、就労を断念する人も少なく

ない。臨床的な視点からは見逃されやすい領域として、障

害者が実際に VDT 作業を行っている企業や作業所での作
業方法や作業環境の問題がある。健常者と机を並べ、移動

の道具である車椅子に長時間座して VDT 作業を行う場面
では、病院で障害者に接した時には想像できなかったリス

クに曝されていることがある。企業に蓄積された健常者を

対象とした安全衛生管理技術では障害者をカバーできない

ことも多い。まして、福祉施設である作業所には、企業の

安全衛生管理経験さえ伝わっていない。 
Fitting the task to the man 。障害者の働く現場を訪問

するたびにこの言葉を噛みしめている。 

執筆者自己紹介 
垰田和史（たおだかずし）：医学部を卒業して４半世紀近い。

呼吸器内科の医師として地域医療に取り組んでいた時に、

頸や肩や腕が痛くて苦しんでいる給食調理員さんの診断が

できなかったことが切掛けで、労働衛生の道に。作業関連

性筋骨格系障害（腰痛、頸肩腕障害）の予防がテーマ。実

践科学としての人間工学に魅力を感じている。 
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人間工学専門家部会報編集委員会  部会員からの報告（２） 
本来の仕事のために 
 福成雄三（住友金属工業株式会社 安全・健康部） 

 
人間工学に出会ったのは、VDT 問題が注目され始めた

1980 年頃、20 歳台半ばです。合理的な考え方を好む私でし

たので、人間工学の考え方を知り感激しました。 

その後、社内で VDT 対策に加え、職場自主改善活動に人

間工学の考え方を取り入れる等の取り組みを行いましたが、

鉄鋼業では、類型化できる作業は限られおり、他産業で見

られるような生産性向上や健康障害防止対策として人間工

学的対策を組織的に推進することにはなりませんでした。 

生産現場の多くの人たちは、口には出しませんが、「がん

ばれば」「きちんと手順を守れば」いい仕事ができると考え、

「人にやさしい」という面の人間工学の発想には違和感を

覚えることがあるのではないかと思います。 

このような思いを持つ中で、最近、ISO12100 等に準拠し

た機械安全対策を導入するにあたって、改めて気付いたこ

とがあります。生産現場の安全衛生対策は労働災害防止を

目的とするのですが、見方を変えれば、「身を守ること＝安

全に気を遣わずに本来の仕事に集中できる」ようにするこ

とであり、人間工学的対策は「無用な負荷を減らして本来

の仕事に集中できる」「本来の仕事のために使う能力を最

大限に発揮させる」ようにすることでもあるのだと。 

専門家にとっては当然のことかもしれませんが、人間工

学の考え方を広く根付かせるために重要な気付きであり、

積極的な設備安全対策や人間工学的対策を行うことを担保

する気付きだと思っています。安全衛生管理に人間工学の

考え方を取り入れることは、作業者にとっても会社にとっ

ても意味のあることです。当たり前の発想としての人間工

学を社内や世の中に定着させたいと思い続けています。 

執筆者自己紹介 
福成雄三：1976年に住友金属工業㈱に入社以来安全衛生管
理に従事、和歌山、鹿島の製鉄所で約 16 年、本社勤務が
約 13 年。安全、衛生、健康管理とそれぞれ工夫した施策
を考え、実施してきたつもりですが、未だに課題は尽きま

せん。 
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 特集 
「The JES Ergonomics Roadmap」を 
「International Ergonomics Roadmap」へ発展
させよう！ 

渡邉政嘉（経済産業省） 
 
平成 19 年１月に国際人間工学会新会長のDr. David C. 

Caple氏に東京で再会する機会を得た。平成 18 年７月 10
日～14 日にオランダのマーストリヒトで開催された第１
６回国際人間工学会の大会で意見交換をさせて以来のこと

となる。この国際会議では、大久保堯夫会長及び人間工学

技術戦略検討会藤田祐志主査（認定人間工学専門家部会長）

らとともに、現在人間工学会で取り組まれている「人間工

学技術戦略ロードマップ」と経済産業省で取り組まれてい

る「技術戦略マップ（人間生活分野）」*1との連携及び国際

的な取り組みへの発展を提言する発表を行った（図１参照）。 
*1 http://www.meti.go.jp/press/20060428011/20060428011.html

 
図１ 国際人間工学会で発表したポスター 

 
経済産業省の技術戦略マップは、平成 16 年３月に初版
である「技術戦略マップ 2005」を策定・公開してから、毎
年改定を行っている。人間工学と関連の深い分野として「人

間生活分野」の技術戦略マップが、平成 17年４月に策定・
公開された「技術戦略マップ 2006」 の中の新たな分野と
して追加された。当該分野の追加のために検討作業は、経

済産業省での取り組みと日本人間工学会での取り組みを連

携させながら進められてきたところに大きな特色がある

（図２参照）。経済産業省サイドでは、産総研の赤松幹之人

間福祉医工学研究部門のもとにロードマッピング活動が進

められ、日本人間工学会では人間工学技術戦略検討会（斉

藤進担当理事）において藤田祐志主査のもとでロードマッ

ピング活動が進められた。相互の組織に設定された活動の

成果を共有するために、相互の委員長が相互の委員会にク

ロスで参加しながら議論が進められた。このような形で、

経済産業省の活動と学会の活動が一体となって新たな研究

領域の議論を組織的に進める取り組みはあまり例がないも

のであり、その意義と価値は大きい。その後、このような

経済産業省と学会との連携によるロードマッピング活動は

他の分野（ファイバー技術分野と繊維学会等）でも進めら

れているが、それらはすべて日本人間工学会との連携活動

がモデルとなって進められた。 
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ＪＥＳ
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*)Shared result of discussion with each committee through 
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図２ ＪＥＳ-ＭＥＴＩ 

Cooperate Roadmapping Communication Model 
 
これらの過程で得られた経験を生かし、経済産業省では

引き続き技術・研究ロードマップ活動をコミュニケーショ

ンツールとして活用し、産学官によるナショナル・イノベ

ーション・システムの構築を目指して活動の輪を広げてい

る。現在では、日本機械学会、応用物理学会、日本化学会

とも同様の連携活動が行われている。また、次世代ロボッ

トの研究領域について、日本ロボット学会、人工知能学会、

日本人間工学会の３学会による共同の研究ロードマッピン

グ活動が進められている。今後のイノベーション創出のた

めには、異分野技術の融合が鍵だと言われているが、その

ような観点から見たとき、このような学会横断的な取り組

みが果たす役割と意義は極めて大きい。ここでも日本人間

工学会の挑戦は、新たな取り組みのモデルともなっている。 
人間工学の果たす使命と役割に国境のもつ意味はない。

それぞれの国における社会環境の違いこそはあっても、現

実に発生している社会問題（労働災害、交通事故、家庭内

の不慮の事故等）を解決できる方法があれば、その解決策

としての研究成果をより早く見つけ出し、享受できる道を

模索するべきであろう。国民の視点から見れば、国内の成

果であろうが、国外の成果であろうがあまり意味を持たな

い。共通の課題を設定した国際共同研究が進められれば、

より早く諸課題の解決に向けた道を開くことができる。先
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進研究分野の更なる発展に加え、アジアやアフリカ諸国等

の発展途上国にとっても先進国の研究成果を一躍、受け入

れ活用する機会を得ることにもつながるであろう。そのた

めにも、技術ロードマップの活用ができないであろうか。

技術ロードマップ策定には、さまざまな効果（① 技術の拡
大された将来像の提示、② 対話の手段、③ 産業界や政府
を引きつける手段、④ 技術への刺激と技術進歩の監視、⑤ 
技術の可能性(限界)を示す指標）があると言われている。
各国の人間工学にかかわる世界の研究者が、技術ロードマ

ッピング活動を通じて、上記の様々な効果を得ることで更

なる発展が期待できる。 
話を国際人間工学会Dr. David C. Caple氏との意見交換

にも戻すが、その場でも、国際人間工学会の活動として、

「International Ergonomics Roadmap」の策定・公開を
提案した。日本での人間工学会の取り組みがベースとなっ

て、さらにこれを世界に発展させられることができれば、

日本人間工学会の長年の歴史にも金字塔を打ち立てられる。

是非とも今後の日本のイニティアティブを強く期待したい。 
執筆者自己紹介 

渡邉政嘉（まさよし）：1990年東京工
業大学・工・機械卒。同大学院修士課

程了。2006年東北大大学院博士課程了。
1990年通商産業省入省。以来技術系行
政官として産業技術政策等に関連した

業務に従事。現在，経済産業省産業技

術環境局企画官（産業技術研究開発戦

略担当）。博士（工学）。 
 

 シリーズ特集 
製品デザイン現場での人間工学専門家（11） 
「モビリティー」は人間生活技術の塊り 
柳島孝幸（日産自動車㈱ 社会フロンティア研究所） 

 
１．まえがき 
経済産業省の「人間生活技術戦略マップ委員会*1」に参

加して感じたことは、健康な生活、安全・安心な働く環境、

快適な住環境に加えて、安全で快適なモビリティーに対す

る各委員の関心の高さである。モビリティーは個人や社会

などの移動性を表すが、その手段も範疇に入る。徒歩から

クルマや飛行機まで、またインフラ環境や都会等の輪が広

がった。 
*1：経済産業省 デザイン・人間生活ｼｽﾃﾑ政策室の提唱・施策 

ウェブ検索：METI > 製造産業 >人間生活ｼｽﾃﾑ施策 

２．人間生活技術の取り組み 
ユーザビリティの視点が目標となる。先ず、開発者自身

の縦軸技術がエンジンや車体等とすると、横軸の一つにユ

ーザビリティ視点、バリアフリー(BF)やユニバーサルデザ
イン(UD)が大事な要素となる。また、ユーザビリティ観点
を縦軸としてみる担当部署もあり、企画から判定評価の場

での具申を述べるし実行することも度々ある。最終的には

お客さまが決めてとなる。お客さまのモニターが重視され、

企画、デザイン、性能評価の段階から入って意見を述べて

いるし、発売後も同様である。 
また、大学や研究機関の先生方と連携を深めている。お

客さまが望んでいる要求のメカニズムを解析し、遂には新

仕様を産出すこともある。お客さまが「これよ！これが欲

しかった！」と言われたいのは開発者の共通の想いである。 
３．「使い易さ」の観点から 
個々の手段の使い易さから出発し、今では目標達成する

ことがHMI・HCIの役割に発展した。「人間生活技術」は
「手段の使い易さ」⇔「目標を達成する」のやり取りから

新技術を産出すのを狙いとし学問や技術を革新した。 
例を示すと、車のシートやステアリング、ミラーの移動

ＳＷは配置位置、手触り感等の課題から、狙いが運転者の

ドライブ位置の適合を図ることが目的で、その役割に拡が

った 
  

 
図 1「日産 SKYLINE」の広報資料から引用 
 

別事例は、各モビリティー本体では BF・UDを意図した
ことが明確だったが中間手段も含めて相互関係はまだまだ

改良の場が多い。更に別事例は「モビリティー」と「職場、

住環境」とは人間生活のための新技術の可能性もある。な

りより大事ことは、お客さまは両方共に待っている。 
４．広がるユーザビリティの視点 
「使い易さ」に寄らず、品質・求め易さ・安全・大気清

浄化・燃費に加え、物流から見た社会的交通流・地球的環

境の省エネなど、お客さまが幅広くユーザビリティを捉え

ている。更に付加えると「使い易さ」の発展から診断機能

や健康志向、「省エネ」からのモビリティーの代替案まで入
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っている。同然、各機能相互の関係も大事である。ユーザ

ビリティを捉えたモビリティーは基本的な権利と痛感した。 
５．謝礼 

10 年前に病気で身障者(2 級)に成りました。ユーザビリ
ティ・BF・UDの観点は業務上に加え、わが身に関係した
ことです。各委員会にも人間工学専門家及び身障者の立場

から意見を述べました。経産省・各研究所・人間工学会の

先生方、また会報を通じてのお礼で編集委員会に深く感謝

します。 
執筆者自己紹介 

柳島孝幸：1972 年 4 月、日産自動車
㈱入社。研究所で予防安全・インテリ

アを中心に感性人間工学を担当。その

間、研究戦略・技術企画業務も担当。 
 
 

 
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

 
 報告 

 
●新資格制度 
認定人間工学専門家部会では、新しい資格制度を導入す

ることになりました。「人間工学準専門家」と「人間工学ア

シスタント」という新たな２資格により、学生を含む、よ

り若い方も認定を受けられるようになりますので、人間工

学の普及・拡大と、品質の維持向上が、今後ますます期待

できます。募集要領、応募書類等は、部会のウェブサイト

をご覧ください。 
http://www.ergonomics.jp/cpe/shiken/index.html
 
●認定人間工学専門家の新規登録 

2007 年 1 月に、新たに人間工学専門家として認定され
た方々をご紹介いたします。（氏名 50音順、敬称略） 
佐渡山亜兵、西山憲治 
 

●人間工学専門家部会総会報告 
2007年 4月 21日、中央大学駿河台記念館にて、専門家
部会の平成 19 年度総会が開催されました。総会の議題と
しては、二つの報告事項（平成 18 年度事業報告、会計・
監査報告）と三つの審議事項（部会長選任、平成 19 年度
事業計画、予算計画）があり、すべて承認されました。部

会長の選任では、青木和夫副部会長を選出し、次期部会長

候補として学会理事会に諮ることが決まりました。部会立

ち上げから 4年間にわって部会長を務められた藤田祐志部

会長に対して多くの感謝とねぎらいの言葉がありました。

また青木和夫新部会長候補より、これからの抱負を 4つに
整理してお話しいただき、出席者からも期待や激励のコメ

ントがありました。新年度の事業計画の審議にてもっとも

話題となったのが、本資格の認知度の向上、取得意義の向

上に関するものでした。本年度より二つの新しい資格がス

タートしますが、それらも含めて役に立つ資格であること

をきちんとアピールしていくためのアイディア、意見が多

数出されました。設立から 4年、部会の基礎はできました。
これからさらに部会員の活躍や有意義な活動をもっと知っ

ていただき、有意義な資格としてアピールしていくことが

最優先事項であることを再確認しました（吉武良治）

  
 

 
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

 
 編集委員会から部会員の皆様へ 

 
●ご執筆者、記事、ご意見募集 
部会報の記事は、部会員の皆様に順次執筆をお願いする

予定ですが、ご執筆に興味のある方は、是非、編集委員会

までご連絡ください。 
 
○部会報、編集部へのご意見、情報提供は 
e-mail：cpenewsletter@ergonomics.jp 
〒107-0052 東京都港区赤坂 2－10－14第 2信和ビル 5階 
日本人間工学会事務局 人間工学専門家部会報編集委員会 
【編集委員会メンバー】 
松本啓太（編集委員長）、藤田祐志、青木和夫、斉藤進、 
吉武良治 
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